
工業用水道事業に係る政策評価実施要領の一部を改正する要領新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

改 正 後 現 行 

 

工業用水道事業に係る政策評価実施要領 

平

平成１４・０３・２８地局第１号 

平成１４年４月１日 

改正 ２０２３０４２６地局第１号 

令和５年４月２８日 

 

 

本実施要領の位置づけ 

本実施要領は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成 13 年法

律第 86 号）（以下「法」という。）第 6条の規定に基づき定めた「経済産業

省政策評価基本計画」（平成 14 年経済産業省告示第 153 号。以下、「基本計

画」という。）に基づき、平成 14 年 4 月 1 日付けで制定した「工業用水道

事業に係る政策評価実施要領」について、「基本計画」及び「行政機関が行

う政策の評価に関する法律施行令」（平成 14 年政令第 49 号）（以下「施行

令」という。）に基づき改正し、工業用水道事業に係る政策評価実施要領を

定めるものである。 

 

第 1． （略） 

 

工業用水道事業に係る政策評価実施要領 

 

平成１４・０３・２８地局第１号 

平成１４年４月１日 

 

 

 

 

本実施要領の位置づけ 

本実施要領は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成 13 年法

律第 86 号）（以下、「法」という。）第 6 条の規定に基づき定めた「経済産

業省政策評価基本計画」（経済産業省告示第 153 号。以下、「基本計画」と

いう。）に基づき工業用水道事業に係る新規事業採択時評価実施要領（平成

11 年 8 月 2日付け 11 立施設第 7号）及び工業用水道事業に係る再評価実施

要領（平成 11 年 8 月 2 日付け 11 立施設第 2 号）を改定し、当該事業に係

る政策評価実施要領を定めるものである。 

 

 

第 1． （略） 

（別紙） 



 

第 2．基本的な方針 

1  評価の単位及び対象 

当該事業の評価の単位は、地方公共団体及び独立行政法人水資源機構（以

下「機構」という。）が、工業用水道事業費補助金（以下「補助金」という。）

の交付を受けて実施する個々の建設、改築及び強靱化事業（以下「事業」

という。また、当該事業の実施者を以下「事業者」という。）、工業用水道

の観点から同一・類似目的を有する事業をまとめた施策（以下「施策」と

いう。）並びに工業用水道事業を営むことに必要な規制を行う「工業用水道

事業法」（昭和 33 年法律第 84 号）とする。 

・ 対象とする事業は、法第 9 条に基づく施行令第 3 条第 1 項第 4 号で定め

る要件に該当する事業とする。 

・ 基本計画で定める予算措置を伴う「工業用水道事業の整備（公共事業）」

と称する当施策及び「工業用水道事業法」の評価については、当該計画

により実施し、下記は適用しない。 

 

 

 

2  （略） 

 

第 3．評価の実施 

1  実施体制 

 

第 2．基本的な方針 

1  評価の単位及び対象                        

当該事業の評価の単位は、地方公共団体及び水資源開発公団（以下「公

団」という。）が、工業用水道事業費補助金（以下「補助金」という。）の

交付を受けて実施する個々の建設及び改築事業（以下「事業」という。ま

た、当該事業の実施者を以下「事業者」という。）、工業用水道の観点から

同一・類似目的を有する事業をまとめた施策（以下「施策」という。）並び

に工業用水道事業を営むことに必要な規制を行う「工業用水道事業法」（昭

和 33 年法律第 84 号）とする。 

・ 対象とする事業は、法第 9 条に基づく「行政機関が行う政策の評価に関

する法律施行令」（平成 14 年政令第 49 号）第 3 条第 1 項第 4 号で定める

要件に該当する事業とする。 

・ 基本計画で定める予算措置を伴う「工業用水道事業の整備（公共事業）」

と称する当施策及び「工業用水道事業法」の評価については、別途定め

る「経済産業省政策評価実施要領」（平成 14 年 4 月 1 日）により実施し、

下記は適用しない。 

 

2  （略） 

 

第 3．評価の実施 

1  実施体制 



本実施要領に基づく評価及び公表は、経済産業省において工業用水を所

掌する地域産業基盤整備課で実施する。また、評価責任者として、事前評

価においては地域産業基盤整備課長、事後評価においては地域産業基盤整

備課が所属する地域経済産業グループの政策調整官とする。 

2 、3 （略） 

4  第 3 の 3 に定める事業者（地方公共団体及び機構）の役割 

①  地方公共団体は、必要資料を作成し、経済産業省に提出する。 

②  機構は、地方公共団体と十分な調整を図った上で必要資料を作成し、

経済産業省に提出する。 

 

第 4．～第 6． （略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

附則 

1  本要領は、平成 14 年 4 月 1 日から施行する。 

本実施要領に基づく評価及び公表は、経済産業省において工業用水を所

掌する産業施設課で実施する。また、評価責任者として、事前評価におい

ては産業施設課長、事後評価においては産業施設課が所属する地域経済産

業グループの政策調整官とする。 

2、3  （略） 

4  第 3 の 3 に定める事業者（地方公共団体及び公団）の役割 

①  地方公共団体は、必要資料を作成し、経済産業省に提出する。 

②  公団は、地方公共団体と十分な調整を図った上で必要資料を作成し、

経済産業省に提出する。 

 

第 4．～第 6． （略） 

 

第 7．適用 

1  本要領は、平成 14 年 4 月 1 日から施行する。 

2  本要領は、社会情勢の変化等により変更の必要が生じた場合は柔軟に対

応する。 

3  本要領の施行に伴い「工業用水道事業に係る新規事業採択時評価実施要

領（平成 11 年 8 月 2 日付け 11 立施設第 7 号）及び「工業用水道事業に係

る再評価実施要領（平成 11 年 8 月 2日付け 11 立施設第 2 号）」は廃止する。 

 

（新設） 

 



2  本要領は、社会情勢の変化等により変更の必要が生じた場合は柔軟に対

応する。 

3  本要領の施行に伴い「工業用水道事業に係る新規事業採択時評価実施要

領（平成 11 年 8 月 2 日付け 11 立施設第 7 号）及び「工業用水道事業に係

る再評価実施要領（平成 11 年 8 月 2日付け 11 立施設第 2 号）」は廃止する。 

 

附則 

本要領は、令和 5 年 4月 28 日から施行する。 

 

 

（別紙 1） 

事前評価及び事後評価の実施について 

 

Ⅰ．事前評価及び事後評価における必要資料 

1  事業者は、「工業用水道事業に係る政策評価実施要領」第 3 の 3に規定す

る必要資料を様式に準じて作成し、経済産業省が指定する期日までに提出

する。 

 

 

2（略） 

3  機構事業、内閣府所管事業及び共同事業に係る事業者は、資料を提出す

るにあたり、必要に応じ関係省庁と調整を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙 1） 

事前評価及び事後評価の実施について 

 

Ⅰ．事前評価及び事後評価における必要資料 

1  事業者は、「工業用水道事業に係る政策評価実施要領」第 3 の 3に規定す

る必要資料を様式に準じて作成し、地方公共団体は管轄する経済産業局（当

該地域が沖縄総合事務局長の所轄に属する場合にあっては沖縄総合事務

局。）、公団については経済産業省に、補助金交付を受けようとする年度の

前年度の 5 月末日までに提出する。 

2（略） 

3 公団事業、内閣府所管事業及び共同事業に係る事業者は、資料を提出す

るにあたり、必要に応じ関係省庁と調整を図る。 

 



Ⅱ．評価内容及び評価方法 

以下に定める各内容について評価を行う。また、各評価フローについて

は、別図に示すとおりである。 

1  事前評価 

1） 評価内容 

①  前提指標 

ⅰ） 費用便益分析において「費用便益比」が 1.0 以上であること。 

 （略） 

ⅱ） （略） 

ⅲ） 改築事業及び強靱化事業の場合、補助対象事業費が 10 億円以上で

あること。 

ⅳ）地方公共団体が事業主体の場合は、原則、令和 4 年度以降に公共

施設等運営権方式をはじめとするPPP／PFIの導入検討を実施して

いること。 

②  （略） 

2） （略） 

2  事後評価 

事後評価は、補助対象事業である事業計画の状況の把握評価（一次評価）

及び要因の変化が認められた場合に実施する詳細な評価（二次評価）から

なる。二次評価は、一次評価において事後評価時と直前の評価時の評価内

容で顕著な差異が認められる等の事由により、対応方針を決定する上で、

更に詳細な分析・検討が必要と判断した場合に実施する。その際、経済産

業省は、二次評価に係る内容が確認できない場合は、事業者に対し様式に

Ⅱ．評価内容及び評価方法 

以下に定める各内容について評価を行う。また、各評価フローについて

は、別図に示すとおりである。 

1  事前評価 

1） 評価内容 

①  前提指標 

ⅰ） 費用便益分析において「費用便益比」が 1.5 以上であること。 

 （略） 

ⅱ） （略） 

ⅲ） 改築事業の場合、工期が 10 年以下であり、かつ、補助対象事業費

が 20 億円以上であること。 

（新設） 

 

 

②  （略） 

2） （略） 

2  事後評価 

事後評価は、補助対象事業である事業計画の状況の把握評価（一次評価）

及び要因の変化が認められた場合に実施する詳細な評価（二次評価）から

なる。二次評価は、一次評価において事後評価時と直前の評価時の評価内

容で顕著な差異が認められる等の事由により、対応方針を決定する上で、

更に詳細な分析・検討が必要と判断した場合に実施する。その際、経済産

業省は、二次評価に係る内容が確認できない場合は、事業体に対し様式に



準じて二次評価に係る必要資料の提出を求める。ただし、事後評価時の費

用便益分析においては、総便益が総費用を上回る場合は(費用便益比は 1.0

を越えること。)二次評価は実施しない。 

1）～3） （略） 

 

 

（別紙 2） 

費用対効果分析実施細目 

第 1 （略） 

 

第 2 事業の目的の明示 

（略） 

 

（解 説） 

事業の主たる目的を対象に、その実施に応じて得られる効果を適切に評価

する。 

事業の種別は「建設事業」、「改築事業」及び「強靱化事業」とに区分され

る。 

 

 

第 3 評価の対象期間 

 

準じて二次評価に係る必要資料の提出を求める。ただし、事後評価時の費

用便益分析においては、総便益が総費用を上回る場合は(費用便益比は 1.0

を越えること。)二次評価は実施しない。 

1）～3） （略） 

 

 

（別紙 2） 

費用対効果分析実施細目 

第 1 （略） 

 

第 2 事業の目的の明示 

（略） 

 

（解 説） 

事業の主たる目的を対象に、その実施に応じて得られる効果を適切に評価

する。 

事業の種別は「建設事業」と「改築事業」とに区分されるが、「拡張事業」

については、「建設事業」と同様の効果を達成することがその主目的であると

見なすことができるため、「建設事業」の一形態として扱うものとする。 

 

第 3 評価の対象期間 

 



評価の対象となる期間（以下「評価期間」という。）は、建設、改築又は

強靱化工事に係る資本投下が開始されてから実質的な耐用年数を考慮した

供用期間の終了時点までとする。 

 

（解 説） 

建設、改築又は強靱化に係る工事期間の開始時点から、構成する施設の実

質的な耐用年数を考慮した供用期間が終了する時点までの期間が評価期間と

なる。 

 

【建設事業】 

 （略） 

 

【改築事業及び強靱化事業】 

（略） 

 

第 4～第 7 （略） 

 

 

 

 

 

 

評価の対象となる期間（以下「評価期間」という。）は、建設ないしは工

事に係る資本投下が開始されてから実質的な耐用年数を考慮した供用期間

の終了時点までとする。 

 

（解 説） 

建設ないしは改築に係る工事期間の開始時点から、構成する施設の実質的

な耐用年数を考慮した供用期間が終了する時点までの期間が評価期間とな

る。 

 

【建設事業】 

 （略） 

 

【改築事業】 

（略） 

 

第 4～第 7 （略） 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（図 1） 

事業事前評価のフロー（改正前） 

（図略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 1） 

事業事前評価のフロー 

（図略） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（図 2） 

事業事後評価のフロー（改正前） 

（図略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 2） 

事業事後評価のフロー 

（図略） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


